
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　往復動ピストンエンジンによる駆動系を備えた車輌の振動を抑制する制振装置にして、
　前記駆動系に駆動連結され、該駆動系に負荷トルクまたは駆動トルクの少なくとも一方
を付加するトルク付加手段と、
　前記駆動系に於ける回転振動に対し前記トルク付加手段が制振トルクを付加するよう前
記トルク付加手段の作動を制御する手段と、
　車輌の走行挙動状態に応じて前記駆動系に対する前記トルク付加手段の制振トルク付加
作動を修正する手段と
を有
　

ことを特徴とする制振装置。
【請求項２】
　前記の車輌挙動状態に応じた前記トルク付加手段の制振トルク付加作動の修正は、車輌
走行挙動状態が所定の限界に達したとき前記トルク付加手段のトルク付加作動を禁止する
ことであることを特徴とする請求項１に記載の制振装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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し、
前記の車輌走行挙動状態に応じた前記トルク付加手段の制振トルク付加作動の修正は、

車輌走行挙動状態の不安定度に応じて前記トルク付加手段によるトルクの付加を低減する
ことである



本発明は、往復動ピストンエンジンによる駆動系を備えた車輌の振動を抑制する制振装置
に係る。
【０００２】
【従来の技術】
往復動ピストンエンジンに於いては、燃料の爆発的燃焼によりピストンに間歇的に作用す
る力がピストンロッドとクランクにて回転運動に変えられることから、その出力軸に現れ
る出力トルクには周期的に変動するトルクが存在する。かかるトルク変動は、従来フライ
ホイールにより均されている。尚、エンジン出力軸には、上記の如き往復動ピストンの基
本構造に起因するトルク変動の他に、失火や空燃比不安定等の種々の原因による爆発行程
の乱れによるトルク変動が加わることがあり、これらの問題に対しては種々の対策が提案
されている。その一例として、特開平９－１９５８１２号公報には、特にハイブリッド車
のリーンバーンエンジンに於ける空燃比の不意のリッチ化によるトルク変動を、燃焼圧変
動の検出に基づいて、発電電動機（モータ・ジェネレータ）の発生トルクにより抑制する
ことが記載されている。
【０００３】
一方、近年、燃料資源の節約と環境保全の目的で、信号待ちや道路渋滞による車輌の一時
停車中にはエンジンを停止させることが奨励され、またこれを自動的に行なわせる車輌運
転制御装置が種々提案され、また実施されている。また、同様の目的で、車輌の運行状況
に応じてエンジン駆動とモータ駆動とを織り交ぜて行なうハイブリッド車も脚光を浴びて
きている。これらの燃料節約環境保全型車輌では、エンジンの始動用クランキングが頻繁
に行なわれることから、モータは、従来の所謂スタータの如くエンジンのクランキング時
だけ噛合う歯車によりエンジンに駆動連結されるのではなく、常時エンジン或はそれより
車輪に至る駆動系に駆動連結された状態に維持されることが多い。また従来ジェネレータ
は一般にエンジン出力軸に無制御に連結されたままである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明は、今後、自動車等の車輌は、より広汎にその駆動系がモータの如きトルク付加
手段を常時駆動連結された状態に備えるよう構成されるであろうし、更にジェネレータも
、モータ・ジェネレータの如く構成されることにより、その発電時負荷トルクが制御可能
に構成されるであろうことに鑑み、車輌の駆動系に於ける往復動ピストンエンジンに起因
するトルク変動を、モータやジェネレータの如きトルク付加手段にても均すことにより、
フライホイールの作用に加えてより一層均一化し、車輌の静粛度を更に高めんとするもの
であるが、その際モータやジェネレータの如きトルク付加手段による制振のためのトルク
の付加は、特に車輌のオーバーステア、アンダーステア、ローリング、ピッチング

に影響するこ 鑑み、車輌走行挙動を踏まえて
トルク付加手段による制振制御を行なうことを課題としている。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　上記の課題を解決すべく、本発明は、往復動ピストンエンジンによる駆動系を備えた車
輌の振動を抑制する制振装置にして、
　前記駆動系に駆動連結され、該駆動系に負荷トルクまたは駆動トルクの少なくとも一方
を付加するトルク付加手段と、
　前記駆動系に於ける回転振動に対し前記トルク付加手段が制振トルクを付加するよう前
記トルク付加手段の作動を制御する手段と、
　車輌の走行挙動状態に応じて前記駆動系に対する前記トルク付加手段の制振トルク付加
作動を修正する手段と
を有
　

ことを特徴とする制振装置を提案するものである。
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（本願
に於いて、これらを走行挙動と称する） とに

し、
前記の車輌走行挙動状態に応じた前記トルク付加手段の制振トルク付加作動の修正は、

車輌走行挙動状態の不安定度に応じて前記トルク付加手段によるトルクの付加を低減する
ことである



【０００７】
　更に、前記の車輌の 挙動状態に応じた前記トルク付加手段の制振トルク付加作動の
修正は、車輌 挙動状態が所定の限界に達したとき前記トルク付加手段のトルク付加作
動を禁止することであってよい。
【０００９】
【発明の作用及び効果】
自動車等の車輌の多気筒往復動ピストンエンジンの出力軸に於けるトルクは、エンジンの
回転位相または時間に対し、慨して添付の図１のグラフの上段に示す如き変動をしている
。図１の上段に於いて、実線にて示すトルク変動の波形は、４気筒エンジンが９００ｒｐ
ｍ程度の回転数にて作動しているときの標準的波形である。かかるトルク変動の周期は勿
論エンジンの回転数の変化に伴って変化するが、４気筒エンジンが９００ｒｐｍにて回転
しているとすると１秒間に爆発が３０回生ずることからも明らかな通り、十乃至数十程度
の変動波の連なり毎に見れば、トルク変動の波形は殆ど常時図示の如き規則的な波形が連
続している。従って、エンジン出力軸またはそれに続く車輌の駆動系に負荷トルクまたは
駆動トルクの少なくとも一方を付加することのできるジェネレータやモータの如きトルク
付加手段を駆動連結し、少なくともこれら十乃至数十程度毎の規則的な変動波の連なりに
対し、図１の中段または下段に実線にて示す如く、これに同期して変動する負荷トルクま
たは駆動トルクを制振トルクとして付加すれば、車輌の駆動系に於けるエンジン回転に基
づく振動を抑制することができる。かかる変動制振トルクの付加は、現在のコンピュータ
によるジェネレータやモータの如きトルク付加手段の作動制御に於いて十分実施可能であ
る。
【００１０】
ただ、しかし、例えば空燃比がリーン側に変化すると、エンジンの出力軸に於けるトルク
変動の波形は、一点鎖線にて示す如く標準波形より遅れ側にずれてくる。
【００１１】
　更に、現今および将来のコンピュータによる車輌運転制御装置を備えた車輌に於いては
、所謂スピン、ドリフトアウト、ローリング、ピッチング等に対処する種々のアイデアに
よる車輌 挙動制御が実施されており、また実施される予定である。この場合、かかる
車輌の 挙動状態に加えて上記の制振トルク付加による制振制御が行なわれると、制振
トルク付加の如何によっては車輌の 挙動制御に影響が現れることが予想される。また
、車輛 挙動制御が実施されない車輛、即ち車輛 挙動制御装置を搭載しない車輛で
あっても、 挙動的に限界状態にある走行時には制振トルク付加の如何によって車輛の

挙動に影響がでる可能性がある。この点に鑑み、制振トルク付加作動は車輌 挙動
状態に応じて修正されるのが好ましく、また逆に車輌 挙動制御に現れる正規の制御特
性からの偏差により制振トルクの付加が適正に行なわれているか否かをチェックすること
ができる。これは、上記の如き制振トルク付加による制振制御が一種のフィードフォワー
ド制御であり、それ自身には制御結果をフィードバック的にチェックする機能がない点に
鑑みて有用である。かかる 挙動状態に応じた制振トルク付加作動の修正の最も簡単で
はあるが極めて有益な一つの実施例は、車輌の 挙動状態が 挙動安定性の観点から
所定の限界に達したとき、前記トルク付加手段のトルク付加作動 禁止することであり、
こうすることによって、制振制御を最大限に生かしつつ制振トルク付加により車輌の
挙動が好ましからざる影響を受けることを防止することができる。
【００１２】
また、前記制振トルク付加作動修正手段が、エンジンの出力特性に応じて駆動系に対する
前記トルク付加手段の制振トルク付加作動を修正すれば、駆動系に対する制振トルク付加
作動をエンジン出力特性によりよく適合させることができる。エンジン出力特性を変化さ
せるものとしては、上記の空燃比もそうであるが、更にはエンジンの減筒運転がある。例
として、図１にて実線にて示されている如き標準出力軸トルク変動波形を呈する４気筒エ
ンジンが２気筒にて運転されると、このときエンジン出力軸トルクは、図１の上段にて破
線により示されている如く変動する。従って、このときには駆動系に対する制振トルクを
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、負荷トルクとして付加するときにはその中段に破線にて示されている如く、また駆動ト
ルクとして付加するときにはその下段に破線にて示されている如く付加するよう修正すれ
ば、かかる減筒によるエンジン出力特性の変化に応じて適切に修正された制振トルク付加
作動を実行することができる。
【００１３】
【発明の実施の形態】
添付の図２は、本発明による制振装置をハイブリッド車に適用した場合の車輌の動力系を
示す解図である。エンジンは、その出力軸にて図には示されていない車輪を駆動すると共
に、該出力軸、エアコン、パワーステアリングポンプ（ＰＳポンプ）、テンショナ、ウォ
ータポンプ、モータ・ジェネレータ（ＭＧ）、アイドラを周って回動する無端ベルトによ
り、エアコン、パワーステアリングポンプ、ウォータポンプを必要に応じて駆動し、また
モータ・ジェネレータをジェネレータとして作動させて図には示されていない蓄電装置を
充電すべきときには、これをも同時に駆動するようになっている。またモータ・ジェネレ
ータは、モータとしても作動し、エンジンの始動時にはこれをクランキングして始動させ
、車輌が電動走行すべきときには全面的にエンジンに代わって車輪を駆動し、更にエンジ
ンの作動中にそれを助けて駆動力を発生すべきときには、エンジンと共に車輪を駆動する
。
【００１４】
エンジンには、その出力軸（クランク軸）の回転位相を検出するエンジン回転位相センサ
ＥＰＳが設けられており、それにて検出されたエンジンの回転位相を示す信号がコンピュ
ータを備えた電気式車輌運転制御装置ＥＣＵへ供給されるようになっている。電気式車輌
運転制御装置ＥＣＵは、エンジン回転位相センサＥＰＳおよび図には示されていない種々
の車輌運転パラメータセンサから送られてくる信号に基づいて、図１の上段に示されてい
る如きエンジン出力軸に於けるトルク変動の波形を推定し、それとモータ・ジェネレータ
の作動状態、即ちそれがジェネレータとして作動しているか或はモータとして作動してい
るかに応じて、モータ・ジェネレータの作動を制御し、車輌の駆動系に発電に伴う負荷ト
ルクまたは車輌駆動のための駆動トルクを付加すると同時に、制振用変動トルク成分を、
図１の中段に示されている如き負荷トルクまたは下段に示されている如き駆動トルクとし
て付加する。尚、発電や駆動が必要とされていないときでも、モータ・ジェネレータが上
記の制振作用のみのために作動されてよいことは勿論である。
【００１５】
また、本発明による制振装置は、図３に解図的に示されている如く、モータ・ジェネレー
タ（ＭＧ）がエンジンに直結された状態に設けられ、これにクラッチまたはトルクコンバ
ータを経て変速機が連結された構造の駆動系、その他種々のの駆動系を備えた車輌にも適
用できることは明らかであろう。
【００１６】
図４～８は、本発明による上記の如き車輌駆動系制振装置の作動的構成を、その基本から
始まっていくつかの実施例として示すフローチャートである。尚、本発明による車輌駆動
系制振装置は、図２に関して説明したモータ・ジェネレータおよびエンジン回転位相セン
サＥＰＳやその他の図示されていないセンサ類を除き、実質的には電気式車輌運転制御装
置ＥＣＵの主要部をなすコンピュータに組み込まれた制御プログラムにより構成されるも
のである。上記のモータ・ジェネレータ、エンジン回転位相センサ、その他の図示されて
いないセンサ類にしても、また車輌運転制御装置ＥＣＵにしても、これらはいづれも本発
明による車輌駆動系制振装置のために特別に設けられているものではなく、それぞれ当技
術分野に於いては周知の本来の目的のために設けられているものである。本発明は、これ
らのハードウェア装置を備えた最新式の車輌に於いて、実質的にはコンピュータ制御プロ
グラムのみの追加により、これらのハードウェア装置をより有効に作動させることによっ
て、上記の通りの課題を上記の通りの作用および効果を得て解決するものである。
【００１７】
先ず図４について制御の基本を説明する。車輌運転制御装置ＥＣＵによる車輌の運転制御
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が開始されると、図示のフローチャートによる車輌駆動系制振装置の作動が開始される。
制御が開始されると、ステップ１０にて制御に必要なデータの読込みが行われる。読込み
データには、エンジン回転位相センサＥＰＳにて検出されるエンジン回転位相の他に、エ
ンジンの回転数、点火時期、空燃比、吸気弁の開閉位相等のエンジンの運転状態を示すデ
ータが含まれる。
【００１８】
次いでステップ４０に於いて、上に読込まれたデータに基づき図１の上段に示されている
如きエンジン回転位相又は時間に対するエンジン出力軸トルクの変動が推定される。かか
るエンジン回転位相又は時間に対するエンジン出力軸トルクの変動は、エンジン回転数、
点火時期、空燃比、吸気弁開閉位相等により変化するので、かかるエンジン出力軸トルク
の変動によりエンジンの駆動系に生ずる回転振動を制振するための図１の中段または下段
に示す如き負荷トルクまたは駆動トルクをモータ・ジェネレータにて発生させるため、モ
ータ・ジェネレータに対する励磁電流の如き物理量を、エンジン回転位相または時間に対
する制振制御パラメータとして、エンジンの回転数、点火時期、空燃比、吸気弁開閉位相
等により求めるマップを予め用意しておけば、エンジンの運転状態に応じて随時モータ・
ジェネレータの制御のためのパラメータ信号を得ることができる。
【００１９】
こうして求められた制振制御パラメータに基づいて、ステップ１００にて、モータ・ジェ
ネレータがジェネレータとして作動されているときには、それが駆動系に付加する負荷ト
ルクを図１の中段に示されている如く変動するようその励磁電流を制御し、またモータ・
ジェネレータがモータとして作動されているときには、それが駆動系に付加する駆動トル
クを図１の下段に示されている如く変動するようその励磁電流または駆動電流を制御すれ
ばよい。かかる制御操作は、リターンよりステップ１０に戻る数十ミリセカンドの繰り返
しサイクルにて実行される。
【００２０】
　図５は、図４のフローチャートに示されている如き制振制御の基本に基づき、これに車
輌 挙動に関連して制振制御を修正する構成を加えた本発明の一つの実施例を示すフロ
ーチャートである。図５のフローチャートに於いて、図４のフローチャートに示されてい
るステップに対応するステップには、図４に於けるステップ番号と同じステップ番号が付
されている。この実施例に於いては、ステップ４０にて制振制御パラメータが算出された
後、ステップ８０にて、図には示されていない車輌 挙動制御手段に関連して把握され
つつある車輌 挙動に関するパラメータ、或は車輛 挙動制御手段を備えない車両に
於いては任意に設けられた車輛 挙動に関するパラメータ検出手段からの検出パラメー
タに基づき、車輌 挙動がその安定性の観点から許容される或る所定の限界に達したか
否かが判定される。答がノーのときには、制御はステップ１００へ進み、この場合には制
御は図４の基本制御と同様に作動し、直ちに制振制御のためのモータ・ジェネレータの作
動が行われる。しかし、答がイエスのときには、制御はステップ８０へ進み、ステップ４
０にて求められた制振制御パラメータによる制振制御を禁止する措置がとられる。このよ
うに車輌 挙動がその安定性の観点から許容される或る所定の限界に達したときには制
振制御パラメータによる制振制御を禁止することは、車輌 挙動状態の不安定度に応じ
て前記トルク付加手段によるトルクの付加を低減する制御としては、最も簡単なものでは
あるが、車輌 挙動が所定の限界に達したことに対する極めて有効な対処である。
【００２１】
図６は、本発明による制振制御の他の一つの実施例を示す同様のフローチャートである。
このフローチャートに於いても、図４に示すフローチャートに於けるステップに対応する
ステップは図４に於けるステップ番号と同じステップ番号が付されている。この実施例に
於いては、ステップ１０にてデータの読込みが行われた後、ステップ３０にて、エンジン
が減筒運転中であるか否かの判断が行われる。答がノーのときには、制御はステップ４０
へ進み、図４に示す基本的作動構成と同じ要領にて制振制御が実行される。しかし答がイ
エスのときには、制御はステップ５０へ進み、ここで制振制御波形を減筒運転に対し切替
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える処理がなされる。このときには、次のステップ６０に於いて、回転数、点火時期、空
燃比、吸気弁開閉位相等のエンジン運転状態により制振制御パラメータをマップより算出
するに当って、モータ・ジェネレータにより車輌駆動系に付加すべき負荷トルクまたは駆
動トルクは、エンジン回転位相または時間に対し、図１の中段または下段に於いて破線に
て示されている如く、減筒に応じて周期が倍加されたものとして算出される。
【００２２】
図７は、図６に示されている実施例に、更にハイブリッド車に於ける如く、車輌がモータ
にて電動走行しているときにも、往復動ピストンエンジンの空転に起因する駆動系の回転
振動を制振する構成を追加した実施例を示す同様のフローチャートである。このフローチ
ャートに於いても、図６に示されているステップに対応するステップは同じステップ番号
にて示されている。この実施例に於いては、ステップ１０にてデータが読み込まれた後、
ステップ２０にて車輌が電動走行中であるか否かの判断がなされる。答がノーのときには
、制御は図６に示す実施例に於けるものと同じである。しかし答がイエスのときには、制
御はステップ７０へ進み、ここでエンジンが空転している場合に往復動ピストンによる吸
気の周期的圧縮に基づく振動を制振すべく、制振パラメータがエンジンの回転数、吸気弁
開閉位相等により別途準備されたマップに基づいて算出される。
【００２３】
　図８は、図７に示す実施例に、更に図５の実施例について説明した車輌 挙動の限界
に対する制振制御禁止の構成を付加した実施例を示す同様のフローチャートである。この
フローチャートに於いても、図５および図７に示すステップに対応するステップは、それ
らの図に於けると同じステップ番号にて示されている。この実施例に於いては、制振制御
は車輌が減筒運転されているか否かに応じて制振制御パラメータの算出が修正され、更に
車輌の電動走行中にもエンジンの空転に基づく振動を制振するための制振制御パラメータ
が算出され、その上でモータ・ジェネレータを作動させるに先だって、車輌が所定の
挙動限界に達しているか否かが判断され、その答がノーである限りに於いて、算出された
制振制御パラメータに基づくモータ・ジェネレータの作動による制振制御が実行され、車
輌 挙動が限界に達しているときには何れの制振制御パラメータによる制御もその実行
が禁止される。
【００２４】
以上に於いては本発明をいくつかの好ましい実施例について詳細に説明したが、図示の実
施例について本発明の範囲内にて種々の変更が可能であることは等業者にとって明らかで
あろう。
【図面の簡単な説明】
【図１】多気筒往復動ピストンエンジンの出力軸に於けるトルク変動と、それに対し本発
明により付加される負荷トルクまたは駆動トルクの対比を例示するグラフ。
【図２】本発明による制振装置をハイブリッド車に適用した場合の車輌の駆動系の一例を
示す解図。
【図３】本発明による制振装置が適用可能な車輌駆動系の他の一例を示す解図。
【図４】本発明による制振装置の作動の基本を示すフローチャート。
【図５】本発明による制振装置の一つの実施例をその作動について示すフローチャート。
【図６】本発明による制振装置の他の一つの実施例をその作動について示すフローチャー
ト。
【図７】本発明による制振装置の更に他の一つの実施例をその作動について示すフローチ
ャート。
【図８】本発明による制振装置の更に他の一つの実施例をその作動について示すフローチ
ャート。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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